
食品安全基本法 

(平成 15 年法律第 48 号 抄) 

 

 

〔食品関連事業者の責務〕 

第 8 条 肥料、農薬、飼料、飼料添加物、動物用の医薬品その他食

品の安全性に影響を及ぼすおそれがある農林漁業の生産資材、食

品(その原料又は材料として使用される農林水産物を含む。)若し

くは添加物（食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）第 4 条第 2 項

に規定する添加物をいう。）又は器具（同条第 4 項に規定する器

具をいう。）若しくは容器包装（同条第 5 項に規定する容器包装

をいう。）の生産、輸入又は販売その他の事業活動を行う事業者

（以下「食品関連事業者」という。）は、基本理念にのっとり、

その事業活動を行うに当たって、自らが食品の安全性の確保につ

いて第一義的責任を有していることを認識して、食品の安全性を

確保するために必要な措置を食品供給行程の各段階において適切

に講ずる責務を有する。 

2 前項に定めるもののほか、食品関連事業者は、基本理念にのっ

とり、その事業活動を行うに当たっては、その事業活動に係る食

品その他の物に関する正確かつ適切な情報の提供に努めなければ

ならない。 

3 前 2 項に定めるもののほか、食品関連事業者は、基本理念にの

っとり、その事業活動に関し、国又は地方公共団体が実施する食

品の安全性の確保に関する施策に協力する責務を有する。 


